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八尾市立中小企業サポートセンター条例施行規則
（趣旨）
第１条　この規則は、八尾市立中小企業サポートセンター条例（平成23年八尾市条例第７号。以下「条例」という。）の施行について、必要な事項を定めるものとする。
（インキュベートルームの使用許可の申請等）
第２条　インキュベートルームを使用しようとする者の募集は、公募によるものとする。
２　条例第７条第１項の規定によりインキュベートルームの使用許可を受けようとする者は、インキュベートルーム使用許可申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。
(１)　事業計画書
(２)　市税の納付状況を調査することへの同意書

(３)  法人にあっては次に掲げる書類

ア　企業概要書

イ　直近３事業年度の決算書の写し。ただし、創業から３年に満たない企業は、当該事業年度までのもの

ウ　法人の登記事項全部証明書

(４)　個人にあっては次に掲げる書類

　　　 ア　履歴書

　　　 イ　直近３年度の確定申告書等の写し

　　　 ウ　住民票の写し

(５)  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
３　条例第８条第２項の規定によりインキュベートルームの使用許可を更新しようとする者は、インキュベートルーム使用許可更新申請書（様式第１号の２）に次に掲げる書類を添付して市長に提出しなければならない。
(１)　事業計画書
(２)　市税の納付状況を調査することへの同意書

(３)  法人にあっては直近事業年度の決算書等の写し

(４)　個人にあっては直近年度の確定申告書等の写し

(５)  前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
４　前２項の規定による申請書の提出は、インキュベートルームの使用を開始する日の６月前から２月前までに行わなければならない。ただし、市長がやむを得ないと認めるときは、この限りでない。
（セミナールーム及び多目的室の使用許可の申請）

５　条例第５条第２項及び条例第６条第３項の規定により休館日等にインキュベートルームの使用許可を受けようとする者は、インキュベートルーム時間外使用許可申請書（様式第１号の３）を市長に提出しなければならない。
第３条　条例第７条第１項の規定によりセミナールーム及び多目的室（以下「会議施設」という。）の使用許可を受けようとする者は、会議施設使用許可申請書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。
２　前項の規定による申請書の提出は、会議施設を使用する日の３月前から３日前までに行わなければならない。ただし、市長がやむを得ないと認めるときは、この限りでない。
（センターの施設の使用許可）
第４条　市長は、条例第７条第２項又は条例第８条第２項に規定する使用許可又はその更新の許可を行うに当たっては、条例第７条第３項及び第４項並びに条例第８条第２項及び第３項の定めるところにより厳正に審査した上で、八尾市立中小企業サポートセンター（以下「センター」という。）の施設の使用の許可又は不許可（インキュベートルームについては、その更新の許可又は不許可を含む。）を決定するものとする。
２　市長は、インキュベートルームの使用の許可若しくは不許可又はその更新の許可若しくは不許可を決定したときは、インキュベートルーム使用許可（不許可）通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。
３　市長は、会議施設の使用の許可又は不許可を決定したときは、会議施設使用許可（不許可）通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。
（インキュベートルーム使用者等審査会）
第５条　市長は、前条第１項の規定によりインキュベートルームの使用許可又はその更新の許可をしようとするときは、条例第７条第３項及び第４項に規定する資格要件について、条例第８条の２第１項で規定する八尾市立中小企業サポートセンターインキュベートルーム使用者等審査会の意見を聴いて決定するものとする。

（使用許可の変更）
第６条　使用許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、条例第７条第１項の規定によりセンターの施設の使用許可に係る事項を変更しようとする場合（軽微な変更の場合を除く。）については、次の各号に掲げるセンターの施設の区分に応じ当該各号に定める日までに施設使用許可変更申請書（様式第４号）に第２条第２項各号に掲げる書類のうち当該変更に係るものを添付して市長に提出しなければならない。
(１)　インキュベートルーム　変更しようとする日の１月前
(２)　会議施設　使用する日の３日前
２　第４条第１項及び前条の規定は、前項に規定する使用許可の変更について準用する。
３　市長は、センターの施設の使用許可に係る事項の変更の許可又は不許可を決定したときは、施設使用変更許可（不許可）通知書（様式第５号）により申請者に通知するものとする。
（退去の届出）

第６条の２　前条の規定にかかわらず、インキュベートルームの使用者は、使用許可の期間の途中でインキュベートルームを退去しようとする場合については、当該退去をしようとする日の１月前までにインキュベートルーム退去届出書（様式第５号の２）を市長に提出しなければならない。
（使用許可の取消し等）
第７条　市長は、条例第９条第１項の規定により使用許可を変更し、若しくは取り消し、又は使用の中止若しくは退去を命ずるときは、施設使用許可取消等通知書（様式第６号）により使用者に通知するものとする。
（会議施設の使用料等）
第８条　条例第11条第１項ただし書に規定する市長が必要と認めるときは、次に掲げるとおりとする。
(１)　不慮の事故等で事前に使用料を支払うことができないとき。
(２)　その他やむを得ない理由があると認められるとき。
（インキュベートルームの使用料の日割計算）
第９条　条例第11条第２項に規定する月の途中でインキュベートルームの使用を開始するときの当該月の日割計算による使用料は、条例別表第２に定める使用料の額を条例第６条に規定する休館日を含めた当該月の属する日数で除した額に、使用を開始した日から当該月の末日までの日数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。
２　前項の規定は、月の途中でインキュベートルームの使用を終了するときの使用料の日割計算について準用する。この場合において、同項中「開始する」とあるのは「終了する」と、「使用を開始した日から当該月の末日までの日数」とあるのは「当該月に使用した日数」と読み替えるものとする。
（使用料の免除等）
第10条　条例第12条の規定によりインキュベートルーム又は会議施設の使用料を免除することができる場合は、次に掲げるとおりとする。
(１)　条例第１条に規定するセンターの設置目的に寄与し、かつ、市の要請又は支援を受けてインキュベートルーム又は会議施設を使用する場合
(２)　その他市長が特に必要と認める場合
２　条例第12条の規定によりインキュベートルーム又は会議施設の使用料の免除を受けようとする者は、あらかじめ使用料免除申請書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。
３　前２項の規定にかかわらず、市が条例第１条に規定するセンターの設置目的に寄与する会議等に会議施設を使用するときは、使用料を徴収しないものとする。この場合においては、使用料免除申請書の提出は要しない。
４　市長は、インキュベートルーム又は会議施設の使用料の免除の可否を決定するに当たっては、第１項の定めるところにより審査を行い、その可否を決定したときは、使用料免除等決定通知書（様式第８号）により申請者に通知するものとする。
（使用料の還付）

第11条　条例第13条ただし書に規定する市長が特別の事由があると認めるときは、次に掲げるとおりとする。
(１)　使用者の責めに帰することができない理由によりセンターの施設が使用不能となったとき。
(２)　条例第９条第１項第５号に規定する理由により使用許可を取り消したとき。
(３)  第６条の２の規定による届出をした使用者がインキュベートルームを退去したとき。

(４)　その他市長が特に必要と認めるとき。
２　前項各号に掲げる事由があると市長が認めたときは、既納の使用料を還付する。ただし、月の途中で使用を終了した場合のインキュベートルームの使用料の還付については、既納の使用料から第９条第２項に規定する日割計算による使用料の額を差し引いた額を還付する。
（特別の設備）
第12条　条例第15条ただし書に規定する市長の許可を受けようとする者は、あらかじめ市長に申請し、センターの施設に特別の設備を設け、又は変更を加えるための許可を受けなければならない。この場合においては、当該特別の設備を設け、又は変更を加える理由を説明するために必要な資料を添付して申請しなければならない。
（遵守事項）
第13条　使用者及び入館者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。
(１)　建物、附属設備等の取扱いを適正に行うこと。
(２)　所定の場所以外で飲食し、喫煙し、又は火気を使用しないこと。
(３)　その他センターの管理運営上不適当な行為を行わないこと。
（届出等）
第14条　使用者は、センターの施設を損傷し、又は滅失したときは、直ちにその旨を市長に届け出て、その指示に従わなければならない。
２　インキュベートルームの使用者は、当該使用を終了するときは、当該施設の異常の有無等について、インキュベートルームの退去前に市長の検査を受けなければならない。
（費用負担）
第15条　使用者は、インキュベートルームに係る次に掲げる費用を負担しなければならない。
(１)　個室の電話、ファックス等の通信に関する費用
(２)　原状回復に要する費用
(３)　許可を受けた設備及び備品の設置に要する費用
(４)　大量に発生する廃棄物等の保管及び処理に要する費用
(５)　その他使用者の責めに帰すべき事由によって生じた費用
（雑則）
第16条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。
附　則
（施行期日）
１　この規則は、平成23年５月２日から施行する。ただし、多目的室に係る規定は、条例附則第１項ただし書の規定により規則で定めた日から施行する。
（準備行為）
２　この規則によるセンターの事業の実施について必要な準備行為は、この規則の施行前においても行うことができる。
附　則（平成23年６月30日規則第55号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成24年７月６日規則第45号）
この規則は、平成24年７月９日から施行する。
附　則（平成25年３月30日規則第４号）
この規則は、平成25年４月１日から施行する。（後略）
附　則（平成25年９月30日規則第75号）
この規則は、平成25年10月１日から施行する。

附　則（平成27年５月29日規則第43号）

この規則は、平成27年６月１日から施行する。
附　則（平成28年３月31日規則第29号）

この規則は、平成28年４月１日から施行する。
